
事　　業　　概　　要 担当課等名 20年度 21年度 22年度 23年度

直接事業費 158,973 154,589 160,695 160,695

人件費 4,500 4,500 4,500 4,500

事業費総計 163,473 159,089 165,195 165,195

直接事業費 22,758 23,058 24,999 24,999
人件費 4,500 4,500 4,500 4,500

事業費総計 27,258 27,558 29,499 29,499
直接事業費 91,531 111,690 113,237 113,237
人件費 17,100 17,100 17,100 17,100

事業費総計 108,631 128,790 130,337 130,337

直接事業費 624 639 735 735

人件費 4,500 4,500 4,500 4,500

事業費総計 5,124 5,139 5,235 5,235

直接事業費 2,152 2,152 2,152 2,152
人件費 180 180 180 180

事業費総計 2,332 2,332 2,332 2,332
直接事業費 23,623 23,616 23,616 23,616
人件費 270 270 270 270

事業費総計 23,893 23,886 23,886 23,886
直接事業費 341 321 316 316
人件費 90 90 90 90

事業費総計 431 411 406 406
直接事業費 95,190 85,258 87,767 87,767
人件費 450 450 450 450

事業費総計 95,640 85,708 88,217 88,217

1203

○緊急医療体制については、夜間急病センターと在宅当番医制により、歯科の休日医療体制については、千歳歯科医師会と共同で実施します。
○乳幼児、重度心身障害者などの医療に係る経済的負担を軽減するため、医療費の助成を行います。
○乳幼児医療費助成の拡大に伴い、小学校就学前の乳幼児医療費を初診時の一部負担金を除き無料化します。
○高齢者の医療の確保に関する法律により、国民健康保険の４０歳以上の加入者の方々に対し、特定健診・特定保健指導を実施し、内臓脂肪症候群(メタボリックシンド
ローム)該当者及び予備軍の発見と予防改善に努め、被保険者の医療費の抑制と健康の推進に向けて取り組んでまいります。
○北海道後期高齢者医療広域連合と連携しながら、後期高齢者に対し、健康診査を実施し、健康の保持増進に努めます。

1903

1902

1901

1206

1205

1204

1904

歯科休日等在宅
当番医制

【対象】　市民
【目的】　休日における市民の歯の急病に対応するため、千歳市、恵庭市、北広島市の３市
共同事業で３市の歯科医院の輪番により日曜、祝祭日の急患の診療を行う。

健康推進課

夜間急病セン
ター管理運営

【対象】　市民
【目的】　夜間における救急体制を確立し、応急的な診察を行い地域住民の健康保持に寄与
する。

健康推進課

救急医療啓発普
及

【対象】　市民
【目的】　市民の健康保持のため、急病在宅当番医（内科・外科）制度、急病医療についての
理解と受診等について啓発

健康推進課

在宅当番医制
【対象】　市民
【目的】　市民の健康保持のため、通常診療時間と夜間急病センター診療時間以外の時間
帯の救急医療体制の確立を目的としている。

健康推進課

施策/構成事務事業名

平成２２年度　外部評価対象施策（事務事業）一覧表

乳幼児医療費助
成事業

【対象】　０歳から小学校就学前までの乳幼児及び小学生
【目的】　本事業は北海道との共同事業（一部市の上乗せ）で乳幼児等の保健の向上を図る
目的から医療費の一部を助成し、疾病の早期受診、早期治療を促進する。

市民課

通院交通費助成
事業

【対象】　①～③全てに該当する方①3歳以上の重度医療、ひとり親家庭等医療の児童の受
給資格者②慢性的な疾患により医療機関等に定期的かつ長期的に通院等の必要のある方
③市町村民税が均等割のみ課税されている世帯に属する方
【目的】　通院等に要する費用を助成することにより経済的負担を軽減し、福祉の増進を図
る。

市民課

重度心身障がい
者医療費助成事
業

【対象】　１～３級（ただし、３級にあっては内部疾患に限る）の身体障害者手帳の交付を受け
ている方、Aと判定された療育手帳の交付を受けている方など、１級の精神障害者保健福祉
手帳の交付を受けている方(Ｈ２０年１０月から）
【目的】　本事業は北海道との共同事業で重度心身障がい者の保健の向上と福祉の増進を
図り、医療にかかる経済的負担を軽減する。

市民課

ひとり親家庭等
医療費助成事業

【対象】　母子家庭、父子家庭及び両親のいない児童など（児童：入院、通院、母・父：入院）
【目的】　本事業は北海道との共同事業でひとり親家庭等に対して医療費の経済的負担の軽
減や健康増進を図る。

市民課

１１３　医療体制の充実



事　　業　　概　　要 担当課等名 20年度 21年度 22年度 23年度施策/構成事務事業名
直接事業費 14,046 13,696 14,052 14,052
人件費 1,800 3,600 3,600 3,600

事業費総計 15,846 17,296 17,652 17,652

直接事業費 140 121 134 134

人件費 450 450 450 450

事業費総計 590 571 584 584

直接事業費 27,262 29,741 52,538 72,502

人件費 0 28,800 28,800 3,600

事業費総計 27,262 58,541 81,338 76,102

1210

1208

特定健康診査・
特定保健指導事
業

【対象】　４月１日現在北広島市国民健康保険に加入している方で、実施年度内に４０歳以上
７４歳に到達する方
【目的】　内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）該当者及び予備軍の発見と生活習慣病
の予防改善に努め、被保険者の医療費の抑制と健康の推進を目的とする。

市民課

保健衛生普及費

医療費適正化特
別対策事業費

【対象】　国民健康保険法第7条に該当する者を除いたすべての市民（強制加入）
【目的】　加入者が、病気、けが、出産および死亡の場合に保険給付を安心して受けられる健
全な運営を確保するとともに、医療費の適正化を図る。

市民課

【対象】　国民健康保険法第6条に該当する者を除いた全ての市民（強制加入）
【目的】　加入者が、病気、けが、出産および死亡の場合に保険給付を安心して受けられる健
全な運営を確保するとともに、保健師等の管内担当者との研修や、被保険者の保健活動の
啓蒙を図るとともに情報提供する。

市民課

1216



事　　業　　概　　要 担当課等名 20年度 21年度 22年度 23年度施策/構成事務事業名

直接事業費 9,291 7,245 9,161 9,161
人件費 360 360 360 360

事業費総計 9,651 7,605 9,521 9,521
直接事業費 4,483 4,840 5,354 5,354
人件費 9,180 9,180 9,180 9,180

事業費総計 13,663 14,020 14,534 14,534

直接事業費 289 200 400 400

人件費 90 90 90 90

事業費総計 379 290 490 490

直接事業費 33,483 30,000 30,000 30,000
人件費 90 90 90 90

事業費総計 33,573 30,090 30,090 30,090
直接事業費 12,394 12,387 13,041 13,041
人件費 90 90 90 90

事業費総計 12,484 12,477 13,131 13,131
直接事業費 1,750 1,934 2,016 2,016
人件費 360 360 360 360

事業費総計 2,110 2,294 2,376 2,376

直接事業費 2,700 2,692 2,692 2,620

人件費 90 90 90 90

事業費総計 2,790 2,782 2,782 2,710

直接事業費 851 718 749 749

人件費 180 180 180 180

事業費総計 1,031 898 929 929

1710

1709

1708

1707

1706

1705

○障害者の活動範囲を広げ社会参加を促進するため、タクシーチケット課ガソリンチケットを選択して利用できる福祉タクシー助成事業を実施します。
○障害者の日中活動の場を確保するため、捜索活動や生産活動を行う地域活動支援センターを増やし、補助します。
○音声コードによる広報など、視覚障害者への情報提供を充実します。

1711

心身障がい児･者
通所施設運営費
補助事業

【対象】　北ひろしま福祉会に通所する障がい者及び在宅の障がい児・者
【目的】　●送迎事業：通所する知的障がい者の送迎費用の一部を補助し、障がい児の安全
と介護者の負担軽減を図る。　　●施設開放事業：夏休み、冬休みの長期休暇時に障がい
児・者の活動の場を確保するための事業を行い、閉じこもり予防と家族の負担軽減を図る

福祉課

障がい者団体補
助事業

【対象】　北広島市身体障害者福祉協会、北広島市しょうがい児・者を持つ親の会、北広島市
聴力障害者協会、精神障がい者家族会たけのこ会
【目的】　障がい者団体の活動を支援することにより、団体活動を活性化し社会参加と自立の
促進を図る。

福祉課

福祉タクシー助
成事業

【対象】　重度心身障がい児・者等
【目的】　タクシー・自動車燃料費用の一部助成を行い、自宅にひきこもりがちな障がい者の
外出支援と負担軽減を図る。

福祉課

福祉課
【対象】　精神障がい者
【目的】　精神障がい者の日中活動を支援し、社会復帰ならびに社会参加を促進する。

精神障害者社会
復帰訓練通所交
通費助成事業

地域活動支援セ
ンター事業

【対象】　在宅の障がい者
【目的】　日中活動の場を設け創作活動や生産活動を行うことにより、障がい者の自立の促
進を図る。

福祉課

精神保健福祉推
進事業

【対象】　精神障がい者
【目的】　精神障がい者の日中活動を支援し、社会復帰ならびに社会参加を促進する。

福祉課

コミュニケー
ション支援事業

【対象】　聴覚、言語機能、音声機能、視覚障がい者
【目的】　聴覚、言語機能、音声機能、視覚障がい者とその他の人との意思疎通を円滑に行
うため、手話通訳、要約筆記、点訳などを行う。

福祉課

福祉課

【対象】　免許取得～身体障害者手帳４級以上、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳を交
付された方。自動車改造～肢体不自由者で就労等に伴い、自動車改造が必要な方
【目的】　免許取得：取得費を助成することにより職域、生活範囲を広げ自立の促進を図る。
自動車改造：自動車の改造経費を助成することにより社会参加の促進を図る。

自動車運転免
許・改造助成事
業

１４２　社会参加の促進

1704



事　　業　　概　　要 担当課等名 20年度 21年度 22年度 23年度施策/構成事務事業名

直接事業費 998 1,032 1,400 1,400
人件費 900 900 900 900

事業費総計 1,898 1,932 2,300 2,300
直接事業費 1,581 1,764 2,428 2,878
人件費 900 901 902 903

事業費総計 2,481 2,665 3,330 3,781
直接事業費 9,675 0 12,940 0
人件費 900 901 902 903

事業費総計 10,575 901 13,842 903
直接事業費 683 4,530 1,554 12,500
人件費 900 900 900 900

事業費総計 1,583 5,430 2,454 13,400
直接事業費 92,781 103,842 115,909 115,420
人件費 4,500 4,500 4,500 4,500

事業費総計 97,281 108,342 120,409 119,920
直接事業費 2,722 2,831 3,975 3,850
人件費 900 900 900 900

事業費総計 3,622 3,731 4,875 4,750
直接事業費 370 2,784 68 2,000

人件費 900 900 900 900

事業費総計 1,270 3,684 968 2,900

直接事業費 1,122 512 431 500

人件費 450 450 450 450

事業費総計 1,572 962 881 950

4206

4205

4208

○地域の人材などを活用し、グループ指導、個別指導を行う授業補助員の配置を拡充します。
○教員が開発した教材や、市内の教育資源を教材とした資料を体系化するとともに、児童生徒用に副読本を作成します。
○地域の人材が学校行事や郊外活動、部活動などの支援員として活動していただく学校支援ボランティア制度を実施します。
○生徒がしっかりとした職業観や勤労観を身につけ、社会人・職業人として自立していけるよう子どもインターシップ(職場体験)事業の推進、総合的な学習の時間や特色あ
る学校づくり推進等に対し支援します。
○小中学校におけるパソコンについては、パソコン教室及び職員室に配置して、授業への活用を図ります。
○新ＪＩＳ規格による児童・生徒用の机・いす整備を進めます。
○視聴覚教育を充実するため、学校放送設備を計画的に更新します。
○英語指導助手を活用し、中学校英語教育充実を図るとともに小学校の英語教育の推進に努めます。
○児童生徒の遠距離通学に係る負担を軽減するため、補助制度を実施します。
○要保護・準要保護家庭の児童生徒に対し、就学に必要な額用品や給食等の経費を援助します。
○各学校図書館のネットワークシステムを構築し、学校図書の充実を図ります。
○次期教育推進基本計画の策定に取り組みます。
○児童生徒の環境教育を推進します。

４２３　教育内容の充実

4207 学校教育課
【対象】　学校図書館・児童生徒
【目的】　児童生徒の読書活動や自発的・主体的学習の拠点となるように学校図書館を整備
し、学校における児童生徒の読書推進を図る。

授業補助員活用
事業

【対象】　学校運営
【目的】　必要な単元毎に授業補助員を配置し、授業への関心度・理解度を高める。

学校教育課

学校教育課
【対象】　学校の施設管理及び児童生徒の支援等
【目的】　地域の人材を「学校運営サポーター」として、各校で登録し、学校行事・授業等にお
いて活用する。

学校支援ボラン
ティア活用事業

学校図書室整備
事業

教師用指導書等
整備事業（小・
中）

【対象】　小中学校教諭及び児童生徒
【目的】　教員に対し、指導書及び教科書を配布することにより、指導方法の工夫改善が図ら
れ、児童生徒の学力の向上が期待できる。

学校教育課

4212

4211

4210

4209
要保護・準要保
護児童生徒援助
事業（小・中）

【対象】　生活保護家庭または生活が困窮している家庭（準要保護家庭）の児童生徒
【目的】　就学支援体制の一環として、金銭的に就学の援助を行い、生活困窮者（要保護・準
要保護家庭）に対しても、平等に義務教育を受ける権利を保障するものである。

学校教育課

郷土資料教材化
事業（小・中）

【対象】　小中学校教諭及び児童生徒
【目的】　市内小・中学校の教員が独自で開発した教材や、市内の教育資源を教材として資
料を体系化し、教科に活用できる資料のデジタル化するとともに、社会科副読本、福祉読本
を作成し、地域に根ざした授業を展開する。

学校教育課

学校教育課
【対象】　交通機関等を利用して通学している児童生徒の保護者
【目的】　交通機関等を利用して通学している児童生徒の保護者の経済的負担の軽減

児童生徒の通学
費助成事業
（小・中）

小学校英語導入
事業

【対象】　小学校教諭及び児童
【目的】　国際化が進むなか、早い時期から英語に触れる機会が多く、子ども達や保護者は
英語に対する関心が高いなか、全国的に多くの小学校で英語教育を取り入れている。また
平成23年度には小学校に外国語活動が位置付けられることとなり、平成19年度から市内小
学校の5，6年生に対し、本格的に英語の授業を導入する。

学校教育課



事　　業　　概　　要 担当課等名 20年度 21年度 22年度 23年度施策/構成事務事業名
直接事業費 9,217 8,929 9,256 12,634
人件費 1,800 1,800 1,800 1,800

事業費総計 11,017 10,729 11,056 14,434
直接事業費 0 80 302 0
人件費 0 2,700 2,700 0

事業費総計 0 2,780 3,002 0
直接事業費 1,800 945 498 498
人件費 450 450 450 450

事業費総計 2,250 1,395 948 948
直接事業費 108,255 158,540 1,251,014 260,000

人件費 4,500 4,500 22,500 4,500

事業費総計 112,755 163,040 1,273,514 264,500
直接事業費 450 450 450 450
人件費 90 90 90 90

事業費総計 540 540 540 540
直接事業費 315 315 315 315
人件費 90 90 90 90

事業費総計 405 405 405 405
直接事業費 3,654 3,654 3,654 3,654

人件費 180 180 180 180

事業費総計 3,834 3,834 3,834 3,834

直接事業費 16,760 15,689 16,314 17,500

人件費 1,800 1,800 1,800 1,800

事業費総計 18,560 17,489 18,114 19,300

直接事業費 35,698 52,946 47,349 50,000

人件費 1,800 1,800 1,800 1,800

事業費総計 37,498 54,746 49,149 51,800

直接事業費 3,325 3,964 3,578 4,000
人件費 450 450 450 450

事業費総計 3,775 4,414 4,028 4,450
直接事業費 4,623 4,623 4,623 4,623

人件費 450 450 450 450

事業費総計 5,073 5,073 5,073 5,073

4106

4105

4104

4301

4213

4110

4103

4102

教育推進基本計
画策定事業

【対象】　市民
【目的】　北広島市教育基本計画策定のため、教育長が委嘱した学識経験者及び教育団体
関係者により、懇談会を開催し、意見交換の場を設置する。

教育施策推
進課

教育総務課

【対象】　市内市立小・中学校教職員及び児童生徒
【目的】　市内の市立小中学校の教職員で組織する北広島市教育研究会が実施する各種事
業で、教職員の指導力向上、児童生徒の文化・体育活動を活発化することにより北広島市
の教育振興と学校教育の向上に寄与することを目的とする。

北広島市教育研
究会補助金

4107

小中学校耐震化
事業

教育用サーバー
整備事業

教育総務課

【対象】　学校施設（校舎及び体育館）
【目的】　文部科学省で定める「学校施設耐震化推進指針」等に基づき、耐震化事業を計画
的に進めることで、教職員や児童生徒達が安心して学校生活を送ることができる安全な施設
となり、教育環境整備の向上を図ることができる。

【対象】　児童生徒のＩＣＴ教育の推進
【目的】　コンピューター等を活用した情報教育の充実

教育総務課

北広島市教頭会
補助金

【対象】　市内小・中学校教頭
【目的】　各種研究会等を通じて、教頭としての資質向上や教育課題の解決に取り組むこと
で、北広島市学校教育の向上に寄与することを目的とする。

教育総務課

4109

4108

教育総務課

【対象】　児童、学校運営
【目的】　小学校の学校教育の充実（各学校が発行する文章「北広島の子」、通知表、卒業証
書の印刷、授業に係る一般的消耗品や近代教育機器に係る消耗品、理科実験材料消耗品
の購入、一般教材備品の購入。）

小学校教育振興
事業

教育教材整備事
業（小・中）

【対象】　市立小・中学校
【目的】　理科教育で必要とする教材教具を購入・更新することにより、教育内容の充実を図
る。

教育総務課

教育総務課

【対象】　市立小・中学校　児童生徒・教職員
【目的】　パソコンを中心とした情報機器を整備することで、コンピュータやインターネットを活
用した情報社会に、主体的に対応できる「情報活用能力」を育成する。また、子どもたちの調
べ学習や動画等を活用した授業により「わかる授業」や「魅力ある授業」の実現を図る。

教育用コン
ピュータ整備事
業（小・中)

教育総務課
【対象】　市内小・中学校校長
【目的】　各種研究会等を通じて、校長としての資質向上や教育問題の解決に取り組むこと
で、北広島市学校教育の向上に寄与することを目的とする。

北広島市校長会
補助金

教育総務課

【対象】　市立小学校の児童
【目的】　「生きる力」を育み、自ら課題を見つけ、主体的、創造的に取組む資質を養う総合的
学習や、学校の創意工夫を生かした特色ある学校づくり、また、北広島市や北海道の地域学
習や郷土学習を推進する。

小学校教育振興
補助事業

学校教育課
【対象】　児童・生徒
【目的】　話せる英語の取得および異文化に触れ、国際性を高める。

英語指導助手招
致事業



事　　業　　概　　要 担当課等名 20年度 21年度 22年度 23年度施策/構成事務事業名
直接事業費 13,604 13,716 14,416 15,000

人件費 1,800 1,800 1,800 1,800

事業費総計 15,404 15,516 16,216 16,800

直接事業費 3,210 3,210 3,478 3,478

人件費 450 450 450 450

事業費総計 3,660 3,660 3,928 3,928
直接事業費 3,063 3,018 3,169 3,169
人件費 90 90 90 90

事業費総計 3,153 3,108 3,259 3,259
直接事業費 0 0 63 63
人件費 0 0 450 450

事業費総計 0 0 513 513

直接事業費 1,538 1,453 2,000 2,000

人件費 900 900 900 900

事業費総計 2,438 2,353 2,900 2,900

直接事業費 76 76 76 76
人件費 90 90 90 90

事業費総計 166 166 166 166

4114

4113

4112

4111

4116

4115

中学校教育振興
事業

【対象】　生徒、学校運営
【目的】　中学校の学校教育の充実（各学校が発行する文章「北広島の子」、通知表、卒業証
書の印刷、授業に係る一般的消耗品や近代教育機器に係る消耗品、理科実験材料消耗品
の購入、一般教材備品の購入。）

教育総務課

教育総務課
【対象】　市立中学校及び生徒
【目的】　市内及び管内中体連の大会運営

中学校体育連盟
交付金交付事業

中学校教育振興
補助事業

【対象】　市立中学校の生徒
【目的】　「生きる力」を育み、自ら課題を見つけ、主体的、創造的に取組む資質を養う総合的
学習や、学校の創意工夫を生かした特色ある学校づくり、宿泊学習やスキー学習などの学
校行事を推進する。

教育総務課

教育総務課

【対象】　市内中学生及び引率者
【目的】　日本中学校体育連盟又は北海道中学校体育連盟が主催する大会に出場する者に
対し、その派遣の要する経費及び選手の強化に必要な経費の一部を補助することにより、保
護者の負担軽減を図ると共に、体育活動の向上と学校間の交流により、生徒の健全な心身
の育成を図る。

全国・全道中体
連大会出場費助
成事業

中学校文化部活
動大会出場費助
成事業

【対象】　市内中学生及び保護者
【目的】　文化部活動の振興と保護者の負担軽減を図る。

教育総務課

進路指導連絡協
議会交付金交付
事業

【対象】　市内中学生
【目的】　生徒それぞれの個に応じた適切な進路指導を行うため、効率的に調査・研修活動
等を進める。

教育総務課


